
 

 

報道機関各位                               2011年 7月 5日 

電気自動車普及協議会 

 代表幹事 田嶋 伸博 

EVビジネス情報部会 部会長 藤原 洋 

 

EVビジネス情報部会第 2回会合開催のご報告 

～講演会『中国 EV ビジネスの現状と展望』～ 

 

電気自動車普及協議会にて、本年 4月より新たに立ち上がっております三つの部会のうちの一つ、「EV

ビジネス情報部会」の第 2回会合を先週 6月 30日に開催しました。 

内容は、会員の皆様から最もご要望の高かった、海外、特に中国での EVビジネスの現状と展望につい

て、中国からエキスパートの皆様をお招きし、講演会および質疑応答の形式で行いました。質疑応答の場

面では、会場からの大変熱心なご質問も相次ぎ、予定していた時刻を大幅に延長して情報交流が行われま

した。 

EVビジネス情報部会では、次回以降も会員の皆様のご要望を取り入れながら、EVビジネスの旬なテー

マについて、皆様の情報交流の促進と知見の蓄積に取り組んで参ります。引き続き、ご支援ご協力を宜しく

お願い申し上げます。 

－ 記 － 

日 時： 2011年 6月 30日（木） 16:00～18:00 

     場 所： 株式会社ガリバーインターナショナル様 本社 （東京都千代田区丸の内） 

      参加者： 電気自動車普及協議会  正会員（法人会員）、賛助会員(個人会員)、 

事務局と協力スタッフ 計 約 65名 

【プログラム内容】 

1) ご講演 『中国 EVビジネスの現状と展望について』 

    前慶應義塾大学教授、TDM-LAB Limited 薫事長  高野 正 様 

2) 質疑応答 

    上海中科深江电动车辆有限公司    孫 江明 社長 

    前慶應義塾大学教授、TDM-LAB Limited 薫事長  高野 正 様 

 会員各社の皆様 

3) 講評  EVビジネス部会 部会長                藤原  洋 氏 

  

 ＜ご講演者補足＞ 

高野正様は、国内で EV 用モーターの開発に携わり、現在は中国にて EV開発の会社を設立、薫事長に 

ご就任されています。 

また、上海中科深江电动车辆有限公司は中国科学院（日本で言えば、かつての科学技術庁 [現 文部

科学省] に相当する中国の国家機関）が、EV 開発を目的に設立した民間企業であり、そのトップを務める

のが孫社長です。 

電気自動車普及協議会 
AAssssoocciiaattiioonn  ffoorr  tthhee  PPrroommoottiioonn  ooff  EElleeccttrriicc  VVeehhiicclleess  
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【第 2回 EVビジネス情報部会 参加企業一覧】（一部・順不同） 

      dSPACE Japan株式会社   EVhonda株式会社 

      株式会社 HIVEC    イーブイ愛知株式会社 

        テュフラインランドジャパン株式会社  NTN株式会社 

        オートデスク株式会社   株式会社オートバックスセブン 

パーク 24株式会社   パイオニア株式会社 

株式会社シマ商会    株式会社エネルギー応用技術研究所  

 伊藤忠エネクス株式会社     豊田通商株式会社 

株式会社インター電子部品   国際航業ホールディングス株式会社 

BOSCH Corporation   株式会社ニフコ 

株式会社マイスターエンジニアリング  日本電産トーソク株式会社  

株式会社プロスタッフ   原田車両設計株式会社  

 フレックス株式会社    タウン EV株式会社 

株式会社マクニカ     株式会社ローソン 

株式会社読売連合広告社   余合住金産業株式会社 

株式会社ナノオプトニクス・エナジー  株式会社島津製作所  

株式会社ベネッセホールディングス                     他 

 

【当日の模様】 

   

 1.高野正様プレゼン     2.孫社長と質疑応答       3.藤原部会長講評       4.日経 CNBC取材 

 －以 上－ 

 

 

 

 

お問い合わせ先： 

電気自動車普及協議会（Association for the Promotion of Electric Vehicles：APEV）  

事務局  次長  田中 郁子（タナカ イクコ） 

〒160－0023 新宿区西新宿 6-10-1 日土地西新宿ビル 8F 

電話：03-5325-3365     FAX:03-5325-3366   E-mail：info@apev.jp   Website：www.apev.jp 

 

＜質疑応答での主なコメント＞ 
 

孫 江明 社長より 

中国では、国家施策として 2020年までにEVの市場販売台数を 1,350万台以上にのせることを

視野に入れている。これは、中国国内の現状のガソリン車を含めた車の全需要に照らし合わせ

た時に、全体の約 7割強を EVが占める大変積極的な施策である。 

 

高野 正 薫事長より 

中国の EV開発の強みは、「R&D～ビジネススキーム構築～生産・販売」の 3本をすべて同時に

進めて行くプロセスを採用しており、非常にスピードが速いことである。また、年々中国製 EV の

品質が向上しており、EV バスに装備されているエアコンの効き具合も非常に改善されていること

などに顕著に見ることができる。 
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